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項 7 目

施策の大綱 都市基盤の充実 関連する主な重点施策

施 策 分 野 自然環境保全・環境共生 ゼロカーボンシティに向けた取組み

令和 6 年度  実 施 計 画 調 書
担当部 保健衛生部

担当課 生活環境課

事　　業　　概　　要

①目的（目標設定と最終的に何につながるのか）
カーボンニュートラルの実現に向け，個人住宅における再生可能エネルギーや電気自動車への転換が今後
急務となってくる。市民向けに太陽光発電設備設置や蓄電池設置補助，ZEH等の省エネ住宅補助，EV車購
入補助，省エネ家電買換補助など，エネルギーシフト推進事業を創設し、市民の意識変容をはかることを
目的とする。

②現状（今，どのような状況・課題で，なぜこの事業が必要なのか）
現状は，県補助の蓄電池設置補助（R5：９件、追加２０件），国交付金を活用した省エネ家電買換え補助
を行っているが，これらの脱炭素化のきっかけづくりとなる補助制度を継続かつ拡充することにより，積
極的に市民への意識変容を促す制度を創設する。

事　業　名
JOSOエネルギーシフト推進事業

（市民向けCN推進助成）
予算
科目

③対象（誰を・何を対象にするのか）
市民向けの補助事業。補助事業を周知することにより、再生可能エネルギーの利用拡大，省エネ住宅の推
進，ガソリン車から電気自動車への転換，省エネ家電買換えによる電力量削減に向けたきっかけづくりを
市民に訴求する。

④手段（どのような活動・取組みを行うのか、なぜその方法なのか）
パンフレットを作成し，紙媒体・HP・SNSを活用して市民にエネルギーシフトを訴求。市民へのゼロカー
ボンのきっかけづくりとする。
また，移住政策と連動させ，常総市に移住を検討される方に，ゼロカーボンを訴求する。

一般会計 4 款 1

成　　果　　指　　標　

指　　標　　名 単　位

補助事業を活用し、エネルギーシフトに取り組む世帯数 世帯

現　在　値 目　　標　　値

令和 5 年度 令和 6 年度 最終目標値

450.00 500.00 550.00 600.00 18,000.00

令和 7 年度 令和 8 年度

年度 事業内容 令和 8 年度 事業内容令和 6 年度 事業内容 令和 7
①太陽光発電設備
　補助額50千円×10件＝500千円
②蓄電池（市単独分）
　補助額50千円×5件＝250千円
③ZEH導入支援
　補助額200千円×5件＝1,000千円
④電気自動車充給電設備導入
　補助額10千円×10件＝100千円
⑤省エネ家電買換え
　補助額30千円×20件＝600千円
補助制度周知パンフレット作成
　300千円

①太陽光発電設備
　補助額50千円×10件＝500千円
②蓄電池（市単独分）
　補助額50千円×5件＝250千円
③ZEH導入支援
　補助額200千円×5件＝1,000千円
④電気自動車充給電設備導入
　補助額10千円×10件＝100千円
⑤省エネ家電買換え
　補助額30千円×20件＝600千円
補助制度周知パンフレット作成
　300千円

①太陽光発電設備
　補助額50千円×10件＝500千円
②蓄電池（市単独分）
　補助額50千円×5件＝250千円
③ZEH導入支援
　補助額200千円×5件＝1,000千円
④電気自動車充給電設備導入
　補助額10千円×10件＝100千円
⑤省エネ家電買換え
　補助額30千円×20件＝600千円
補助制度周知パンフレット作成
　300千円

予  算  額 2,750 予  算  額 2,750 千円 予  算  額 2,750 千円

特定財源 特定財源 千円 特定財源 千円

一般財源 2,750 一般財源 2,750 千円 一般財源 2,750 千円

連携内容について簡易に記述してください

側溝清掃委託料　△1,800千円
企業版ふるさと納税（カーボンニュートラル推進プロジェクト）

他との連携

他の事業と連携できる可能性がある（他課含む） 関連施策なし

事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

財源

補助金 事業の削減・見直し ☑ その他


